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(3) 主な内容（建設事業費を除く）

ア ９款 土木費  ２項 道路橋りょう費 

・ 交通安全施設等維持管理費     1,455千円

燃料価格の高騰等の影響に伴う光熱費の上昇分を負担する。

イ ９款 土木費  ５項 港湾費 

・ 港湾維持管理費          1,022千円

燃料価格の高騰等の影響に伴う光熱費等の上昇分を負担する。

ウ ９款 土木費  ６項 都市行政費 

新・ 建築物防災対策費         22,333千円 

沿道建築物の耐震化が必要な路線を洗い出すための調査を行う。 

エ ９款 土木費  ７項 都市計画費 

・ 公園緑地等維持管理費        5,004千円

燃料価格の高騰等の影響に伴う光熱費等の上昇分を負担する。

一部 
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【議案（条例その他 その３） 定県第61号議案】 

２ 収入証紙に関する条例の一部を改正する条例の概要【県土整備局関係】 

(1) 改正の趣旨

収入証紙により徴収する交付手数料について、建築計画概要書等閲覧

交付システムの導入に伴い、収入証紙以外の方法による徴収とするため、

所要の改正を行うものである。 

(2) 改正の内容

手数料の削除（別表の２ 手数料の表20の項関係）

ア 建築計画概要書等の写しの交付手数料

イ 台帳記載事項証明書交付手数料

(3) 施行期日及び経過措置

ア 施行期日

令和６年10月１日

イ 経過措置

(ｱ) この条例の施行の日前に証紙による収入の方法により徴収した

(2)に規定する建築計画概要書等の写しの交付手数料又は台帳記載

事項証明書交付手数料（以下「建築計画概要書等の写しの交付手数

料等」という。）に係る証紙と知事が認めたものについては、令和

７年９月30日までの間に限り、建築計画概要書等の写しの交付手数

料等の納付のために使用することができる。

(ｲ) 建築計画概要書等の写しの交付手数料等の納付のために販売され

た証紙と知事が認めたもの（消印されたもの又は著しく汚染し、若

しくは損傷したものを除く。）は、令和７年９月30日までに申請し

たときに限り、県に返還して現金の還付を受けることができる。

(ｳ) (3)イ(ｲ)により還付を受ける者（収入証紙に関する条例第５条第

１項に規定する販売者を除く。）については、同条例第７条第２項

の規定は、適用しない。
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【議案（条例その他 その３） 定県第69号議案】 

３ 一級河川矢上川地下調節池トンネル本体Ⅰ期工事請負契約変更の内容 

(1) 工 事 名 称 一級河川矢上川地下調節池トンネル本体Ⅰ期工事 

(2) 工 事 場 所 川崎市宮前区梶ケ谷地先他 

(3) 請負契約者名 大成・大豊・土志田特定建設工事共同企業体 

代表者 大成建設株式会社横浜支店 

  執行役員支店長 島  伸 一 

(4) 変更の理由 工事請負契約書第26条第６項に基づく、インフレ

スライド(※)の費用を計上することに伴い、工事

請負契約を変更する。

※ インフレスライドとは、急激なインフレー

ション又はデフレーションにより、賃金水準又

は物価水準などが著しく変動した時に、発注者

又は受注者が、請負代金額の変更を請求できる

もの。

(5) 変更の内容 請負契約金額 

（変更前）174億910万9,300円 

（変更後）185億6,307万9,700円 
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